
市区町村名：

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制

都道府県 栃木県 担当者名

市区町村 那須塩原市 電話番号

所属（課・室） 子ども未来部保育課 メールアドレス

保育提供区域 全域 ←プルダウン選択してください。複数区域を選択した場合は、様式１－２のシートをつけて提出してください。

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 562. 603. 599. 593. 587.

１・２歳児 1,284. 1,252. 1,262. 1,253. 1,243.

３歳以上児 2,283. 2,172. 2,038. 1,960. 1,918.

合 計 4,129. 4,027. 3,899. 3,806. 3,748.

０ 歳 児 82. 91. 90. 89. 88.

１・２歳児 916. 953. 946. 940. 935.

３歳以上児 1,658. 1,584. 1,507. 1,469. 1,456.

合 計 2,656. 2,628. 2,543. 2,498. 2,479.

０ 歳 児 14.6% 15.1% 15.0% 15.0% 15.0%

１・２歳児 71.3% 76.1% 75.0% 75.0% 75.2%

３歳以上児 72.6% 72.9% 73.9% 74.9% 75.9%

合 計 64.3% 65.3% 65.2% 65.6% 66.1%

０ 歳 児 298. 298. 298. 298. 294.

１・２歳児 1,058. 1,058. 1,058. 1,058. 1,022.

３歳以上児 1,830. 1,830. 1,830. 1,830. 1,750.

合 計 3,186. 3,186. 3,186. 3,186. 3,066.

０ 歳 児 0. 0.

１・２歳児 0. 0.

３歳以上児 0. 0.

合 計 0. 0.
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保育提供区域の
設定の考え方

子ども子育て支援事業計画上で区域を分割していないため、全域とする。
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資料２

保育提供体制の確保のための実施計画（市区町村全域） 那須塩原市

作成対象：全市区町村

　担当者連絡先



（別添）

①採択種類（あてはまるもの全て）

採択１（待機児童対策のうち要件③） 採択２（人口減少対策）

○ 採択３（その他の地域課題）

保育需要と提供体制における課題【特定教育・保育施設】
　担当者連絡先

都道府県 栃木県 担当者名

（１）
今年度受けたい採択及び財政支援を選択してください。
※「こども誰でも通園制度」に関するものを除く。

　【採択の種類】
　採択１：待機児童対策
       要件①　当該年度４月１日時点で待機児童数10人以上が見込まれる
       要件②　過去３年間のいずれかで待機児童数１人以上生じている、
　　　　　　　　　　又は、
　　　　　 　　　 令和５年度と令和６年度のいずれかで財政支援の対象となる事業を実施して
いる
       要件③　当該年度４月１日時点で待機児童数１人以上が見込まれる、
　　　　　　　　　　又は、
　　　　　 　　　 今後潜在的なニーズも含め保育ニーズの増大が見込まれる
　　　　　　　　　※既に設置主体となる事業者と協議等を進めていた場合に限る。
　採択２：人口減少対策
　採択３：その他の地域課題

　【採択により受けられる支援】
　　待機児童対策
　　　  要件①　：　Ａ（※１）、Ｂ（※１）、C、E、F、K、M、N
　　　　要件②　：　E、F、K、M、N
　　　　要件③　：　C
　　人口減少地域　：　Ａ（※２）、Ｂ（※２）、C
　　その他地域課題　：　D、G、H、I、J、L

　　  ※１　待機児童対策のために定員増をともなう整備・改修（財政力指数が１．０未満の市町
村に限る）
　　　※２　過疎地域における保育機能の確保のための整備・改修

採択１（待機児童対策のうち要件①） 採択１（待機児童対策のうち要件②）

市区町村 那須塩原市 電話番号

所属（課・室） 子ども未来部　保育課 メールアドレス



②財政支援（あてはまるもの全て）

N　幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業 待機児童対策
（要件①②）

L　一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ） 地域課題

M　認可化移行運営費支援事業 待機児童対策
（要件①②）

J　利用者支援事業（特定型） 地域課題

K　一時預かり事業（一般型）　※緊急一時預かり事業のみ
待機児童対策
（要件①②）

H　都市部における保育所等への賃借料支援事業 地域課題

I　利用者支援事業（基本型）　※夜間加算、休日加算、機能強化のための取組のみ 地域課題

F　保育利用支援事業 待機児童対策
（要件①②）

G　広域的保育所等利用事業　※企業主導型保育事業等において単独で実施す
る場合や、新制度未移行幼稚園での預かり保育を実施する施設の共同利用により実施する場合の補
助要件

地域課題

○ D　保育士宿舎借り上げ支援事業 地域課題

E　民有地マッチング事業 待機児童対策
（要件①②）

B　保育所等改修費等支援事業（補助率の嵩上げ）
待機児童対策（要件①）

／
人口減少対策

C　就学前教育・保育施設整備交付金（設置主体の緩和）
待機児童対策（要件①

③）／
人口減少対策

選択欄 財政支援 必要な採択

A　就学前教育・保育施設整備交付金（補助率の嵩上げ）
待機児童対策（要件①）

／
人口減少対策



①課題

②今後取り組むべき内容

※上記①②に記載した計画の掲載URL・該当ページ数（ホームページ掲載されていない場合はデータ添付してください。）

実施を予定している「保育士宿舎借り上げ支援事業」の補助要件となっているため

I J L○ D G H

（４）－１
貴市区町村における保育の現状について、貴市区町村における計画の内容や地
域のあり方にも言及しながら、課題及び今後取り組むべき内容を具体的に記載し
てください。
※計画とは、市町村子ども・子育て支援事業計画だけでなく、総合計画、人口やま
ちづくり・地域づくり、保育施設の再編等に関する計画などを指します。

本市では待機児童を解消したが、保護者の就労形態も多様化しているため、特別保育等の保育サービスの一層の充実が必要に
なっている。また、急激な教育・保育ニーズの高まりから保育士の不足が生じており、それによる保育の質の低下が懸念されている。

「第３期那須塩原市子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育て未来プラン）」に基づき、保育士確保事業として、教育・保育施設を
運営する事業者に対し、市外から移住する保育士の宿舎を借り上げるための費用などの助成を行う。これにより保育士の確保・定着
を図り、安定的な保育提供体制を構築する。

・那須塩原市子ども・子育て会議
（https://www.city.nasushiobara.tochigi.jp/soshikikarasagasu/kosodateshienka/kosodate/4/3500.html）
・57、61ページ

（４）－２
財政支援D、G、H、I、J、Lについて、（４）－１で記載した内容も踏まえて、その財政
支援を必要とする理由を希望する財政支援ごとに記載してください。

貴自治体が希望している財政支援は下記のとおり

設問（４）は採択３（その他の地域課題）を希望する市区町村が記載対象で
す。
　【記載対象となる財政支援】D、G、H、I、J、L

　採択３（その他の地域課題）を希望しない市区町村は、（５）に進んでください。


